
幼稚園教諭等の
今後の養成・採用・研修の在り方について（イメージ：令和８年1月28日時点）

 小学校以上の教員免許状の改革方針や保育士資格の制度とも連携して、養成段階で学ぶ内容を再構造化し、今日的
課題に対応できる強みや専門性を持たせつつ、免許・資格の併有を促進してはどうか。また、意欲を維持・向上させつつ円
滑に採用につなげる工夫とともに、復職のルートも確保して人材不足に対応してはどうか。さらに、研修内容の充実、アクセ
ス性の向上等も図り、入職後も教師等の強みや専門性をさらに向上してはどうか。

 幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上を担う教職員の資質向上をさらに推進するため、以下のとおり、養成（前）
から採用・研修に至るまで、関係団体（自治体・養成校・幼稚園団体・園等）が連携した取組を推進してはどうか。

養成前段階
（中高生等） 養成段階 採用段階 研修段階

担い手の裾野拡大 専門性の獲得と
意欲の向上

養成校と連携した取組や
多様な採用ルートの推進

施設類型を超えて各教師等
の強みをさらに伸ばす

✓ 自治体や養成校・幼稚
園団体、園等が連携し、
小中高生への出前授業
や職場体験等を実施

✓ 小学校以上の教員免許制度の見
直しの方向性も踏まえ、学ぶべき内
容の再構造化やデジタルの活用等
を通じ、学びを最適化

✓ 幼保小接続の推進の観点を養成
課程で充実

✓ 小学校教諭免許、保育士資格の
修得内容とのより一層の整合性を
図り、学生の免許状・資格の併有
や身に付けたい専門性の向上に取
り組みやすくする

✓ 実習の在り方の見直し

✓ 幼児教育センターを中心として、 関
係団体とネットワークを形成。職員の育
成指標や学ぶ内容などの策定・整理を
促進

✓ 公立・私立幼稚園、保育所、認定こ
ども園など設置者や施設類型を問わず
に幼児教育の質の向上に係る研修・
訪問支援等を実施

✓ 養成校や幼稚園団体等のリソース（
デジタルコンテンツを含む）とも連携し、
研修内容の充実、アクセス性を向上さ
せながら個人の強みを伸ばす

職の魅力を発信・向
上し、養成校への進学
につなげる

必要な資質能力を確実に
修得

円滑な採用、離職者の減少、
復職者の増加

研修機会の拡大と全職員
の資質能力の向上

資料３

✓ 自治体と養成校、幼稚園団体等が
連携し、地域ごとに域内の人材の養成
や人材確保等のための協議会を構築

✓ 長期インターンシップや有償ボランティ
アなど、養成課程の学生の理解や意欲
の向上を図りつつ、採用にもつなげる

✓ 関係機関とも連携し、離職者や子育
て経験のある保護者などの復職支援も
推進

✓ ICT等を活用した業務効率化
✓ 給与や産休・育休等を含む処遇の改
善も推進



幼稚園教諭等の養成・採用・研修を支える体制のイメージ

養成→採用 採用
（特に復職）

都道府県

市町村

幼・保
団体など

幼・保
団体など

幼稚園・認定こども園・保育所

大学等
連携

受入れの
調整など

調整

調整・実習前から多様な
学校体験活動
・実習の改善
・合同での採用 等

 大学内での学びを確かなものにすることに加え、関係団体がコンソーシアム等を
形成し、域内の人材育成・採用についての方針や施策について連携して対応。

 例えば、以下を地域ごとに実施体制やガイドラインの策定を含めて検討。
・学校体験活動（長期インターンシップや有償ボランティアを含む）
・実習（質の改善や負担軽減のためのガイドラインの策定など）
・複数園、または地域が広域的に連携した合同採用の実施

都道府県 幼・保
団体など

大学等

幼・保
団体など

情報
提供

人材プールを共有

コーディネーター

市町村

仲介・あっせん・相談等

幼稚園・認定こども園・保育所

 大学や自治体、幼稚園・保育団体等が連携して求職者や免許状保有
者等を「人材バンク」に登録。求職者の情報を共有。

 市町村等にコーディネーターを配置し、求職者や園の個々のニーズに合
うよう、相談支援等を通じて幼稚園教諭等への復職を円滑に支援。

求職者（免許保有者、
子育て経験者等を含む）
卒業生など

都道府県
（幼児教育センターなど）

幼稚園・認定こども園・保育所

大学等

幼・保
団体など

連携
研修に係る知
見や講座を、
そのツール（デ
ジタル）含め
て連携・共有

 自治体に設置する幼児教育センターを中心に、幼
保小の接続をはじめ、幼児教育に必要な資質能
力の向上や強みを伸ばすための研修を、設置者や
施設類型（公私立、認定こども園、保育所）を
問わず対象にして実施。

 地域ごとに人材育成指標とキャリアごとの学びの内
容について体系化。

 大学における専門的な知見や人材、幼稚園団体
等が開発している研修内容などのリソースとも連
携や共有を図り、内容に応じてデジタルツールを含
めて効果的に実施、研修のアクセス性を向上。

市町村
（幼児教育センターなど）

研修
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